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都道府県医師会

担  当 理  事  殿

日本医師会常任理事

藤  川 謙  二

平成 25年度補正予算 「医療施設等施設整備費補助金

(有床診療所等スプリンクラー等施設整備事業)」 イこついて

時下益々ご清栄のこととお慶び 申し上げます。

さて、平成 25年 度補正予算における有床診療所等 スプ リンクラー等施設整備事

業について、厚生労働省 よ り各都道府県宛 に実施要綱及び交付要綱等が発 出 されま

したので、取 り急 ぎご連絡いた します。

本事業は、実施要綱に示 されている通 り、現時点でスプ リンクラー等の設置義務

がない有床診療所、病院、有床助産所 において、(1)ス プ リンクラー施設整備、(2)

自動火災報知設備整備 、 (3)火 災通報装置整備 を行 う場合 に、補助がな され るもの

であ ります。

=と
索mとこ つ 主 ■ 1´ 了 ι寸 3 19 日 に イ解 の 「 右 床 診 痣 所 笙 の ほブ〒Jた #筈 とr 十 ス 言1争

明会」において、厚生労働省・消防庁等 よ りご説 明いただ く してお りますが、

消防庁の検討部会の検討状況 も含 めて、別紙 に簡単に概要 をま とめま したので、 ご

参照 くだ さい (消 防庁の検討部会の内容 については、現時点での状況であ りますの

で、今後の検討 によ り変更があ り得 ることをご了承 くだ さい )。

今年度の補正予算は、 の 正 の で と は よに

るものであります。

厚生労働省 医政局医療経理室長 の事務連絡では、都道府県か ら、厚生労働省への

「事業計画書」の提 出が 4月 25日 とされてお ります。各都道府県での申請の締切

りは さらに前倒 しとな りますので、具体的な締切 りにつ きま

担 当部局へ ご確認 くだ さい。

しては、各都道府県の



申請にあたつて医療機関が提出す る資料は、事務連絡の様式 2の事業計画書及び、

整備図面 。見積書 (可能な限 り2社以上)等 の参考資料です (「 交付 申請書」は、内

示後に提出す るものです )。

なお、内示 (内 定通知 )後 に工事 を着工 し、 26年 度 中に工事完了す るものが補

助対象 とされてお ります。内示前に着工 した ものについては、補助対象 とな りませ

んので、 ご注意 くだ さい (厚 労省 Q&A10参 照 )。 その他、厚生労働省 Q&Aに 注

意事項が示 されてお りますので、そちらも併せてご参照 くだ さい。

有床診療所等のスプ リンクラー等の整備 に係 る補助金 につ きま しては、今回の補

正予算では十分ではあ りません。本会 といた しま しては、今後 も継続 して財源 を確

保す るよ う厚生労働省 には要望 してお ります。また、今後の議論 によ り、一定程度

の義務化がな されれば、当然財政支援 も行われ るもの と考 えてお ります。

つきま しては、本件 について、貴会におかれま してもご了知いただきます ととも

に、貴会会員 医療機 関への周知方 につき、 ご高配賜 ります よ うよろしくお願 いいた

します。



別紙

本補助事業及び消防庁有床診療所火災対策検討部会の議論について

※消防庁の 内容 については、現時点で ので、今後の

検討 によ り変更があ り得 ることをご了承 くだ さい。

1.ス プリンクラー施設について

◆補助基準単価…対象面積 1∬当たり基準単価 17000円 (交付要綱新旧対照表参照)

◆設置義務化の検討状況について

現行では、6000∬ 未満の有床診療所、3000∬ 未満の病院にはスプ リンクラー

の設置義務はあ りませ ん (建物の棟単位 で考 えます )。

消防庁の第 3回 有床診療所火災対策検討都会 においては、有床診療所のスプ リ

ンクラー設置義務 を 「3000雷 以上」 (病 院 と同 じ)に 引き下げるとともに、 3000

雷未満であつても、火災時の避難が困難な者が入院す る施設 については、スプ リ

ンクラーの設置 を義務付 ける案が示 されてお ります。ただ し、「入院が常態化 し

ていない施設」や 「避難が困難 な者が入院す ることが想定 しがたい施設 (主 な診

療科によつて判断す る仕組み を想定 )」 については免除 され る未
安が検討 されてい

ます (第 3回検討部会資料 3-6、 3-7参 照 )。 また、建物が延焼抑制構造 を

有 している場合 にも免除す ることが検討 されています (資料 3-8)。

◆義務化 までの期間について

これまでの福祉施設の例では、 5年程度の経過措置が設 け られていますが、本

会 としては、病院の基準を 6000ポ か ら 3000∬ に引き下げた際は、施行か ら 8年

程度の経過措置期間が設 け られていた ことか ら、十分 な配慮 を求 めてお ります。

◆スプ リンクラーの種類 について (第 3回検討部会資料 3-9、 3-10参 照 )

有床診療所等小規模 な施設 に適 したスプ リンクラーは、主に、「特定施設水道

連結型 スプ リンクラー設備」または 「パ ッケージ型 自動消火設備」が想定 されて

います。水道連結型スプ リンクラー設備 は、水道管に直結 して性能が得 られれば

ポンプや水源 が不要 とされ る簡易型 のスプ リンクラーです。現在 1000∬未満の

福祉施設のみに設置が認 め られてい るものですが、 1000∬未満 の有床診療所ヘ

の設置 も認 め られ る方 向です。

「パ ッケージ型 自動消火設備」は、 10000だ未満 の施設 にスプ リンクラー設備

に代 えて設置す ることが認 め られているものです。消火薬剤 を使用す るもので、

ポンプや水源 は不要です。ただ し、設備 がかな りの重量があるため、設置できる

場所が限定 され る可能性があ ります (現在、小規模 で使いやすいパ ッケージ型 自

動消火設備 の開発が行われているとのことです )。

これ らスプ リンクラーの種類、性能等 については、 3月 19日 の説明会におい



て 日本消火装置工業会 の方 よ りご説明いただ く予定です。

2.自 動火災報知設備について

◆補助基準額…300だ未満の施設 に自動火 災報知設備 を整備す る場合、1か所 当た

り 100万 円まで (交付要綱新 旧対照表参照 )

◆基準の改正について

現在 は、300だ未満 の病院 。有床診療所 には設置義務があ りませんが、平成 2

7年 4月 1日 か らは、300∬未満の病院 。有床診療所 においても、 自動火災報知

設備 の設置が義務化 されます (平成 30年 3月 31日 まで経過措置 あ り)。

3.火 災通報装置について

◆補助基準額…500だ未満の施設 に火災通報装置 を整備す る場合、 1か所 あた り

30万 円まで (交付要綱新 旧姑照表参照 )

◆設置義務化の検討状況 について

現在 は、 500ポ 以上の病院 。有床診療所 に設置義務があ りますが、有床診療所

の場合 は、消防機 関へ常時通報できる電話 が常時人がいる場所 に設置 され、かつ

当該電話付近に通報内容が明示 されているもの等 については特例によ り免除が

可能 とされてお ります。

しか しなが ら、消防庁の検討部会においては、限 られた人員 で、火災の初期対

応 を行 うためには、通報 については 自動化 し、避難誘導に注力すべ き との方 向で

議論 されています。

火災通報装置には、手動式 (ボ タンを押 して起動 )と 連動式 (自 動火災報知設

備 か らの火災信号によ り起動 )が あ りますが、認知症 グループホーム等では、平

成 27年 4月 か ら、 自動火災報知設備 との連動が義務化 されます。従いま して、
有床診療所等において も、自動火災報知設備 との連動 を検討 していただいた方が

よい と考 えます。

なお、消防庁 「有床診療所火災対策検討部会」の各資料 につ きま しては、消防庁

のHPで ご覧いただ くことが可能です。
(http://nsl.fdma.go.jp/neuter/about/shingi_kento/h25/yuushou_kasaitaiaku/

indexo html)

<木件 に関す る問い合 わせ先 >

日本 医師会地域医療第 1課 (担 当 :青木、西 田 )

TEL  03-3942-6137  E―mail chiiki_1@po.med,or.jp



事 務 連 絡

平成 26年 3月 7日

各都道府県医政主管部 (局)長  殿

厚生労働省医政局医療経理室長

平成 25年度補正予算『医療施設等施設整備費補助金 (有床診

療所等スプリンクラー等施設整備事業)」 について

日頃より、補助金業務の円滑な運営にご協力いただきありがとうございます。

標記については、平成 26年 2月 7日付け事務連絡において、実施要綱 日交付要綱

の発出準備を進めている旨お知らせしたところですが、本日午前中に開催された消防

庁の「有床診療所火災対策検討部会」における議論を踏まえ、別添のとおり、実施要

綱 日交付要綱を制定しました。

つきましては、交付決定を以下のスケジュール (予定)により行いますので事業計

画書及び交付申請書の取りまとめ方よろしくお願いいたします。

1.スケジュール (予定)
3月 7日 (金)都 道府県あて実施要綱 む交付要綱発出
4月 25日 (金 )厚 生労働省へ「事業計画書」提出
6月下旬 l予定)内 示 (契約事務開始 (工事着工))
7月 中 (予定)厚 生労働省へ「交付申請書」提出
8月 中 l予定)交 付決定

2.提出資料
①事業計画書

ア 事業計画総括表 (様式 1)
イ 事業計画書   (様式2)
ウ 参考資料 (整備図面 口見積書等 ※対象面積日事業費の算出根拠がわかるもの)

記



②交付申請書

ア 医療施設等施設整備費補助金交付要綱に規定する提出書類
イ 参考資料 (整備図面 日見積書等)
但し、イに関しては事業計画書提出時から変更があつた場合のみ

3.提出期限
①事業計画書 平成 26年 4月 25日 (金 )

②交付申請書

※期限までに事業計画書の提出が困難な場合は、
担当までご相談ください。

平成 26年 7月 中 (別途連絡 )

4.留意事項
日 事業計画策定及び交付申請にあたつては、関係法令、実施要綱及び交付要綱
を連守し、疑問点については、別紙質疑応答集を参照の上、事前に担当者に協

議すること。
日 事業の実施にあたり、財産処分を要するものについては、「厚生労働省所管―

般会計補助金等にかかる財産処分について」 (平成 20年 4月 17日 医政発第

0417001号各都道府県知事あて通知)に基づき所要の手続きを行うこと。
日 事業費の算出にあたつては、適切に算出し、根拠となる資料を必ず添付する
こと。
口 書類の提出が遅れると、結果として全都道府県への執行スケジュールが遅れ
ることになるので、補助金の円滑な執行ができるようご配慮いただきたい。

担当

厚生労働省医政局医療経理室

決算第一係 依田 口関ロ

電話 03-3595-2225(直通)

FAX  03-3501-5712

Mail  sekiguchi―takumaOmhlw.go.Jp



様 式 刊
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O同施設の整備であるとしても補助区分(スプリンクラー・自動火災報知設備・火災通報装
置)ごとに行を記載すること ※施設てまるめて記載をしないこと
例:A病院 スプリンクラー
A病院 自動火災報知設備

Oスプリンクラー整備の
'PJ合

には施設が複数棟所有している場合には様ごとに申請が可能
となるが、その瞭棟名ごとに行を分けて記載すること ※自動火災報知・火災通報装置につ
いては施設単位あたりの基準観であるため枚散行の記載は不可
例:A病院 第1棟 スプリンクラー
A病院 第2棟 スプリンクラー



標 主 2

ス プ リ ン ク ラ ー 等 施 設 整 備 事 業 計 画 書

1_整備事業計画糧妥

スプリンクラ→ 施設整備事業期間
建常事業期間

着工 平成   年  月  日 竣工 平成   年  月  日

2スプリンクラー施設の整備

施設の種別(Oをつける)

有床鬱察所 有床歯科砂療所   助産所(入所施設を有する)
施 設  名 団 体 名 (開 設 者 ) 所   在   地

施観名
(棟名)

聾常する
スプリンクラー
等の種別

スプリンクラー
整備面積

対象経受の
実支出(予定)
騒

(助産所に
あつては入所

収暮人員
延べ床面積
(施設(株)全
体)

主な静蘇科
一日平均入院
患者敷
(直近の報告)

夜間の職員
奥配置人数

粽の建築構造 内装の仕上げ
消火JH敏及び
選雌」‖練の奥
施回敷

避姓閉導灯及
び避難岳導標
醜の有無

消火讐の有無
自動火災報知
設備の有無

ウ博”歩］呻
nf 千 円 床 人 Πf OO科 人/日 人 遺

造

造
糧
帯
焔
秋
融

耐
準
非
秘琳齢靭

回/年 1:有
2:無

11有
2:無

有

無

A

定)額スプリンクラー激E実支出(予
(A)

対象整備面積
(B)

粥〔小敦点

“

1位四倍工八

と隼単価
(C)

補助基準額
(D)=(B)X(C)

補助申日骨額
(A)・ (D)少ない方の観
※千円未満哨敬切り捨て

A 0 円 0 nf 17,000円 /nf 0  円 0  円
日 0 円 0 nf 17.000円 /nf 0 円 0  円
C 0 円 0 nl 司7 000円 /nf 0  円 0 円

補助区分
(助産所に
あつては入所 収容人員

廷ぺ床面積
(施設(棟)全
体〉

主な診擦科
一日平均入院
慮者敷
(直近の報告〕

夜間の職員
実配置人敷

棟の建築構造 内装の仕上げ
消火コ‖綴及び
避姓」‖練の案
施回数

避難勝導灯及
び避難鰐導標
世の有無

消火器の有無
自動火災鞭知
設備の有無

床 人 nf OO科 人/日 人

1:耐火棒遺
2:準耐火構造
3:非耐火構造
科靭繰翻

回/年 有
無

有

無
有
無
1:

2:

自動火 災`報知段博

火 災五 殺 褒 E

対象経費の実支出(予定)領
(A〕

基準領
(B)

補助申語額
(A)・ (日)少ない方の領
粟千日未満贈敬切り捨て

ロコ火災m則設衛 0  円 1,0001000   円 0  円

火う淀遺靴 亜 E 0  円 300,000   円 0   円

ること
ること出ω

醐 女棚 碑 科



様 武 2(隠 颯 例 1:有床砂農所)

1.整備亭集計回概要

2.スプリンクラー施設の整備

3.

ス プ リ ン 事 業 計 画 書

(Oをつける)

c床静康魔
施 骰 名 団 体 名 く開 設 者 ) 所   在   地
OO静森所 厚労 太郎 区桐 1-1

アリンクラー (′ヽ
ムヽT▲B▼ :ヨ

間
整備事業期間

者工 平成 26年  8月  1日 平成 26年 10 1日

施設名
(棟名)

スプリンクラー
整備面積
※小敷点常1位四
拾工入

対象経費の
奥支山く予定)
顔

覇 床双
(助産所にあつて
は入所施殷の
ぺぃ′ド
"ヽ

収容人員
砥べ床面積
(施設(棟 )全
体)

主な診療科
一日平均入院
8者敵
(直近の組告)

夜間の破R
輿配置人数

棟の建築構造 内装の仕上げ
消火日ll練及び
選難口‖線の実
施回敬

避難勝導灯及
び避難勝導標
他の有無

消火器の有祭 自動火災報知
殴常の有無

・中オ］噸
nl 千 円 床 人 nf OO科 人/日 人

1:耐火構造
2:準耐火構造
3:非耐火構造
韓輔齢翻

回/年 有
無
1:

2:

有

無
有
無

A 00膀 霞所 200 岳000 10 10 280 肉科 60

スプリンクラー設置奥支山(予定)額
(A)

対象豊常面積(B)
※小数点第司位四措五入

却 価
(C)

補助基準額
(D)=(B)X(C)

輛刷 甲日臣粗

(A)・ (D)少ない方の観
※千円朱占端畿切り捨て

A 5,000,000 円 200 17.000円 /nf &400.000  円 3.400,000   円
B 0 円 0 17 000円′nf 0 円 0 円
G 0 円 0 17.000円 /Πf 0 円 0 円

補助区分
病床敬
(助盗所にあつて
は入所施跛の
ベッド敷,

収容人員
延べ床面積
(施段 (棟 )全
体 )

主な静寮科
一日平均入院
患者数
(直近の報告)

夜間の職員
実配置人数

棟の建築構造 内装の仕上げ
消火」n嶺及び
避難」‖練の実
施回数

避難誘導灯及
び選甦岳導福
腑の有無

消火讐の有無
自動火災報知
設備の有無

床 人 耐 OO科 人/日 人

1:耐火構造
2:準耐火構遺
3:非耐火構造
韓棚麟翻

回/年 1:有
2:無

有

無

有

無

目勁火災報知設偏 ※上記と

火災通報差E

山(予定)碩対象経費の実支
(A〕

と準額
(B)

補助申睛額
(Al。 (B)少ない方の額
※千円未滴蟷欧切り捨て

自動火災報知設備 900.000 Ч刀0.000   円 9008距   円
火
'史
]E組垂 E 300.000   円 0  円



様
=2(配

颯 切 2:痢院(複敷棟保有)

ス プ リ ン ク ラ ー 等 施 設 整 備 事 業 計 画 書

1.豊●事業計画概要

スプリンクラー等施設豊常事業期間
建備事 業期 間

着工 内示後即着手 竣工 着工後約3ヶ月後

2.スプリンクラー施設の整備

施設の種別(Oをつける)

有床診療所 壁 有床歯科診療所 )

施 設 名 団 体 名 (開 骰 者 ) 所   在   地
OO病院 医療法人OO会 東京都千代田区2?2-2

磁ｍ
整備する
スプリンクラー
等の種別

スプリンクラー
璧備面積

対象経費の
実支出(予定)
領

屑原取
(助選所にあつて
は入所歯設の
ベッド強う

収害人員
廷ぺ床面積
(施設(株 )全
体)

主ない¬凛科
一日平均入院
患者数
(直近の報告)

夜間の職員
真EE人数 棟の建築構造 内装の仕上げ

消火」‖練及び
避妊」li舘の奥
施回数

選難缶導灯及
び避虫と勝尊標
虚の有無

消火器の有無
自動火災報知
脱備の有無

上通常型スプリンク
井

中嚇］呻
nf 千円 床 人 nf OO科 人/日 人

1:耐火棒造
2:準耐火構造
3:非耐火構造
棚棚齢帥

回/年
有
無

有

無
有

無

A00覇 酪 冒 2500 40,000 40 200 2000 外 | 100

B00窮 院B覇 2000 3S000 30 tao 2S∞ 精神科 100

C OO鋼院Cコ aoo 10000 20 75 950 小児科 100

スプリンクラー殿E実支出(予定)額
(A)

対

1垂悪:概  1 
魯
篭予
価 補助基準観

(D)=(B)X(C)
穐刷 甲硼

(A)・ (D)少ない方の観
X手臼実・落は強切 り捨て

A 10.000000 円 2500 nf 1   17 000円 ノnf 42,500,000   円
B 35,000p00 円 21000 Πf i   17.000円 /nf 34割m.00o   円 34,000aЮ   円
C 16,000硼 円 800 nf 1   17.000円 /nT 19,600,000   円 13.600.000   円

補助区分
(助産所に
あつては入所
施設のペッド

収容人員
延ぺ床面積
(施設(棟 )全
体)

主な陰凛科
一日平均入院
B者敬
(直近の線告)

夜間の勲員
実配置人敗

棟の建業構造 内装の仕上げ
消火甑練及び
避難留ll練の実
施回数

避難勝導灯及
び通難鶴導標
戯の有無

消火器の有無
自動火災れ知
設備の有無

床 人 nf OO科 人/日 造
造

と
構
構
焔
融
融

耐
準
非

1:不燃
2:準不燃
3:盤盤
4:その他

回/年 1:有
2:無

1:有
2:無

1:有
2:無

自動 火災狙 剣證 任

火災通報装置

(A)
基率甑
(B)

補助申鯖顔
H子口未H四磯切り的(

0  円目助火災報知設偏 0 円 1.000p00 円

火災通報雲臣 0 円 300p∞  円 0 円

(注〕



樺
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盛 傷 3:傷院 (自 動火災組知裁 は火災過颯装置のみ申m)

ス プ リ ン ク ラ ー 等 施 設 整 備 事 業 計 画 書

1.整備事業計画概要

スプリンクラー等施散整備事業期間
整備事業朝 岡

者工 内示後即着手 峻工 着工後約1ケ月後

2スプリンクラー簡骰の整備

有床静熊所 く 助産所(入所施設を有する)

施 設 名 団 体 名 (閉 設 者 ) 所   在   地
OO病院 医療法人OO会 東京都千代田区333-3

施設名
(株名)

建備する
スプリンクラー
等の種別

スプリンクラー
豊備面積

対象経■の
奥支出(予定)
霞

沼原叡
(助虚所にあって
は入所施骰の
ペッド強Ⅲ

収容人員 砥べ床面積
(施設(線〕全体) 主な診確科

―日平均入院
患者敗
(直近の報告)

次間の職員
実配E人数 撫の建築構造 内装の仕上げ

消火」ll練及び
選雌」‖機の奥
施回数

避難銹導灯及
び避離協尋編
脱の有無

消火署の有無
自動火災報知
設備の有無

］井中リンタラ．い呻
阿1 千円 床 人 耐 OO科 人/日 人 造

遺

遺
機
構
蛸
融
融

耐
準
非
稀靭齢郷

回/年
有

無
有

無
有
無
1:

2:

A

C

スプリンクラー段E実支出(予定)顔
(A)

対象垂備面積
(B)

基準単価
(C)

補助基準額
(D)=(B)X(C)

稲切 甲睛調
(A)。 (D)少ない方の日
※手円共道鮒性切り捨々

A 0 円 0 nf 17 000円ノnf 0 円
B 0 円 0 nf 17,OOO円 /nf 0 円 円

C 0 円 0 ∬ 17.000円 /nf 0 円 0 円

補助区分
一肺
十助

)つては入所
□段のペッド

収容人員
砥べ床面積
(施設(様 )全
体〕

主な静療科
一日平均入院
應者敗
(直近の報告〕

夜間の珀員
実配置人数

様の建築構姑 内装の仕上Iザ
消火」H擦及び
避姓日H練の実
施回数

選難勝導灯及
び避白と陽導椰
碑の有無

消火器の有無
自動火災報知
設備の有無

床 人 謂 OO科 人/日 人 遺
遺購韓耐

耐
隼
非
韓輔燃郷

回/年
有

無
有
無
1:

2:
有
無
1:

2:

自動火災単知慢常 20 30 280 肉 科 50

火災遺■ 駆 E ※上記と

(A)

と準銀
(B)

補助申語額

目剛 火 災轍 Яl霞偏 11200,000   円 11000,000 円 1,000,000   円

火災通報嶺 E 2501000   円 300,000 円 25α側0 円

(注)

(ス



医政発 0307第 3号

平成 26年 3月 7日

各 都 道 府 県 知 事  殿

厚 生 労 働 省 医 政 局 長

(公  印  省  略 )

有床診療所等スプリンクラー等施設整備事業の実施について

有床診療所等におけるスプ リンクラー等施設整備に対 して補助を行 うこととし、別紙の

とお り「有床診療所等スプ リンクラー等整備事業実施要綱Jを 定め、平成 26年 2月 6日

より適用することとしたので.通知する。

貴管下関係者に対 しては、貴職からこの旨通知願いたい。



有床診療所等スプ リンクラー等施設整備事業実施要綱

写喚屯牝∵デf;司
1 目的

スプリンクラー等防火姑策整備については、火災が発生 した際、被害の甚大化

を防ぐために必要不可久なものであるが、設置義務がかかっていない施設におい

ては、設置率が極めて低い。本事業は、スプリンクラー等が設置 されていない有

床診療所等に対 し、スプ リンクラー等を整備するための財政援助を行い、速やか

に安全を確保することを目的 とする。

2 事業の実施主体
(ア )都道府県 (イ )市町村等 (ウ )医療法人 (工 )社会福祉法人 (オ )そ の

他厚生労働大臣が適当と認める者

3 補助紺象施設
診療所、病院、助産所の うち病床又は入所施設を有 している棟

4 事業内容
(1)ス プリンクラー施設整備 (パ ッケージ型 自動消火設備含む )

(2)自 動火災報知設備整備

(3)火 災通報装置整備

5 交付対象
消防法施行令及び火災予防条例において、平成 26年 2月 6日 現在、該当の消
防用設備等に対する設置義務のない施設が、 4に掲げる事業を行 うものに対して

交付するものとする。



厚生労働省発医政0307第 1号

平 成 26年 3月 7日

各 都 道 府 県 知 事  殿

厚生労働事務次官

(公 印 省 略 )

医療施設等施設整備費の国庫補助について

標記の国庫補助金の交付については、昭和 54年 7月 27日 厚生省発医第 13

7号厚生事務次官通知の別添「医〉寮施設等施設整備費補助金交付要綱」(以下「交

付要綱」という。)に より行われているところであるが、今般、交付要綱の一部が

別紙新旧対照表のとお り改正され、平成 26年 2月 6日 から適用することとされ

たので通知する。

なお、各都道府県知事におかれては、本通知中、市町村等に封 し国庫補助を行

うこととされている部分について、貴管内市町村等に封する周知につき配慮願い

たい。
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医療施設等施設整備費補助金交付要綱

(通  則 )
1 医療施設等施設整備費補助金については、予算の範囲内において交付するもの
とし、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律 (昭 和 30年法律第 17
9号 )、 補助金等に係る予算の執行の道正化に関する法律施行令 (昭和 30年政
令第 255号 )及 び厚生労働省所管補助金等交付規則 (平成 12年辱告客令第 6
号)の規定によるほか、この交付要綱の定めるところによる。

(交付の目的 )

2 この補助金は、へき地医療の確保及び臨床研修医の研修環境の充実等を図ること
を目的とする。

(交付の対象 )

3 この補助金は、次に掲げる事業 (都道府県又は市町村が民間資金等の活用によ
る公共施設等の整備等の促進に関する法律 (平成 11年法律第 117号 )第 5条
第 1項 に基づ く実施方針を定めて実施する同法第 2条第 4項 に定める選定事業に
ついて、同法第 2条第 5項 に定める選定事業者が整備 した施設を都道府県又は市

町村が買収する事業を含む。)を 交付の対象 とする。ただし、川崎市及び名古屋市
が設置する施設の整備事業 ((8)、 (9)、 (11)、 過疎地域 自立促進特別措置法 (平

成 12年法律第 15号)第 16条 第 1項第 1号及び離島振興法 (昭和 28年法律第
72号 )第 10条第 1項第 1号 に基づき実施する事業を除く。)に ついては、交付
の対象 としないものとする。

(1)へき地診療所施設整備事業
平成 13年 5月 16日 医政発第 529号 厚生労働省医政局長通知 「へき地保
健医療対策事業等について」 (以 下 「へき地保健医療対策等実施要綱」 とい う。

)に 基づいて実施する次の事業 とする。
ア 都道府県が行 うへき地診療所 (国 民健康保険直営診療所を含む。 (以 下同
じ。))及 びその医師住宅等の新築、買収、増改築 (老朽度が著 しいため、
診療行為に支障を来たしているものに限る。)及び改修 (既存のへき地診療
所の改修は除く。)に係 る施設整備事業
イ 次に掲げる者が行 うへき地診療所及びその医師住宅等の新築、買収、増
改築 (老朽度が著 しいため、診療行為に支障を来たしているものに限る。 )、

及び改修 (既存のへき地診療所の改修は除く。)に係 る施設整備事業に対 し
て都道府県が補助する事業

(ア )市 町村等 (地方独立行政法人、特別区及び地方公共団体の組合を含む。

以下同じ。)(イ )日 本赤十宇社 (夕 )社 会福祉法人恩賜財団済生会

1



(工 )全 国厚生農業協同組合連合会 (オ )社会福祉法人北海道社会事業協会

(力 )そ の他厚生労働大臣が適当と認める者

(2)過 疎地域等特定診療所施設整備事業
「へき地保健医療対策等実施要綱」に基づいて実施する次の事業 とする。

ア 都道府県が行 う過疎地域等特定診療所の施設整備事業
イ 市町村等が行 う過疎地域等特定診療所の施設整備事業に対 して都道府県が
補助する事業

(3)へ き地保健指導所施設整備事業
「へき地保健医療対策等実施要綱」に基づいて実施する次の事業とする。

ア 都道府県が行 うへき地保健指導所の指導部門及びその保健師住宅の施設整
備事業

イ 市町村等が行 うへき地保健指導所の指導部門及びその保健師住宅の施設整
備事業に対 して都道府県が補助する事業

(4)研修医のための研修施設整備事業
平成 6年 6月 23日 健政発第 495号 厚生省健康政策局長通知 「研修医のた
めの研修施設整備事業の実施について」に基づき、私立医科大学附属病院、私

立歯科大学附属病院又は臨床研修病院の開設者 (都道府県、市町村等、 日本赤

十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、全国厚生農業協同組合連合会及び社会

福祉法人北海道社会事業協会を除く。)が行 う研修棟の施設整備事業

(5)臨床研修病院施設整備事業
平成 7年 7月 27日 健政発第 606号 厚生省健康政策局長通知 「臨床研修病
院研修施設整備事業の実施について」に基づき、私立医科大学附属病院又は臨

床研修病院の開設者 (都道府県、市町村等、 日本赤十宇社、社会福祉法人恩賜

財団済生会、全国厚生農業協同組合連合会及び社会福祉法人北海道社会事業協

会を除く。)が行 う臨床研修病院の施設整備事業

(6)へ き地医療拠点病院施設整備事業
「へき地保健医療対策等実施要綱」に基づいて実施する次の事業 とする。

ア 都道府県が行 うへき地医療拠点病院の施設整備事業
イ 都道府県知事の指定を受けた病院の開設者が行 うへき地医療拠点病院の施
設整備事業に対 して都道府県が補助する事業

(7)医師臨床研修病院研修医環境整備事業
平成 14年 2月 8日 医政発第 0208010号 厚生労働省医政局長通知 「医

師臨床研修病院研修医環境整備事業の実施について」に基づき、私立医科大学

附属病院又は臨床研修病院の開設者 (市 町村等、 日本赤十宇社、社会福祉法人

恩賜財団済生会、全国厚生農業協同組合連合会及び社会福祉法人北海道社会事

-2-



業協会を除く。)が行 う医師臨床研修病院研修医環境整備事業に対 し、都道府
県が補助する事業

(8)離島等患者宿泊施設施設整備事業
「へき地保健医療対策等実施要綱」に基づき実施する次の事業 とする。

ア 都道府県が行 う離島等忠者宿泊施設施設整備事業
イ 次に掲げる者が行 う離島等患者宿泊施設施設整備事業に対 して都道府県が
補助する事業

(ア )市 町村等 (イ )日 本赤十宇社 (ク )社会福祉法人思賜財団済生会

(工 )全国厚生農業協同組合連合会 (オ )社会福祉法人北海道社会事業協会

(力 )そ の他厚生労働大臣が適当と認める者

(9)産科医療機関施設整備事業
平成 21年 4月 1日 医政発第 0401007号 厚生労働省医政局長通知 「産

科医療確保事業の実施について」に基づき実施する次の事業 とする。

ア 都道府県が行 う産科医療機関施設整備事業
イ 次に掲げる者が行 う産科医療機関施設整備事業に対 して都道府県が補助す
る事業

(ア )市町村等 (イ )日 本赤十宇社 (ウ )社会福祉法人恩賜財団済生会

(工 )全 国厚生農業協同組合連合会 (オ )社会福祉法人北海道社会事業協会

(力 )そ の他厚生労働大臣が適当と認める者

(10)死亡時画像診断システム施設整備事業

平成 22年 3月 31日 医政発 0331第 17号厚生労働省医政局長通知 「
死亡時画像診断システム整備事業の実施について」に基づき実施する次の事業

とする。

ア 都道府県が行 う死亡時画像診断システム施設整備事業
イ 次に掲げる者が行 う死亡時画像診断システム施設整備事業に対 し、都道府
県が補助する事業

(ア )市 町村等 (イ )そ の他厚生労働大臣が適当と認める者

(11)有床診療所等スプ リンクラー等施設整備事業

平成 26年 3月 7日 医政発 0307第 3号厚生労働省医政局長通知 「有床診
療所等スプリンクラー等施設整備事業の実施について」に基づき実施する次の事

業 とする。

ア 都道府県が行 う有床診療所等スプ リンクラー等施設整備事業
イ 次に掲げる者が行 う有床診療所等スプ リンクラー等施設整備事業に封 し、都
道府県が補助する事業

(ア )市町村等 (イ )医療法人 (ウ )社会福祉法人

(工 )そ の他厚生労働大臣が適当と認める者
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(交付の対象外費用 )

4 この補助金は、次に掲げる費用については、補助の対象外 とする。
(1)土 地の取得又は整地に要する費用
(2)門 、柵、塀及び造園工事並びに通路敷設に要する費用
(3)設 計その他工事に伴 う事務に要する費用
(4)既 存建物の買収 (既存建物を買収することが建物を新築することよりも効率
的であると認められる場合における当該建物の買収を除く。 )に 要する費用

(5)そ の他の整備費 として適当と認められない費用

(交付額の算定方法 )

5 この補助金の交付額は、次の (1)か ら (7)に より算出された額 とする。
ただし、施設ごとに算出された額に 1, 000円 未満の端数が生 じた場合には、
これを切捨てるものとする。

(1)3 交付の対象事業の うち次に掲げる事業
(1)ア  都道府県が行 うへき地診療所の施設整備事業
(2)ア  都道府県が行 う過疎地域等特定診療所の施設整備事業
(3)ア  都道府県が行 うへき地保健指導所の施設整備事業
(4)研修医のための研修施設整備事業
(5)臨床研修病院施設整備事業
(6)ア  都道府県が行 うへき地医療拠点病院の施設整備事業
(8)ア  都道府県が行 う離島等息者宿泊施設施設整備事業
(9)ア  都道府県が行 う産科医療機関施設整備事業
(10)ア  都道府県が行 う死亡時画像診断システム施設整備事業
ア 次の表の第 2欄 に定める基準額 と第 3欄 に定める対象経費の実支出額 とを
施設ごとに比較 して少ない方の額を選定する。

イ アにより選定 された額 と総事業費から寄付金その他の収入額を控除 した額
とを比較 して少ない方の額に第 4桐 に掲げる補助率を乗 じて得た額の合計額

を交付額 とする。

(2)3 交付の対象事業の うち次に掲げる事業
(6)イ  都道府県が補助するへき地医療拠点病院の施設整備事業
ア 次の表の第 2欄 に定める基準額と第 3欄 に定める対象経費の実支出額とを
施設 ごとに比較 して少ない方の額を選定する。

イ アにより選定 された額 と総事業費から寄付金その他の収入額を控除 した額
と都道府県が補助 した額 とを比較 して、もつとも少ない額に 2分 の 1を乗 じ

て得た額の合計額を交付額 とする。

4



(3)3 交付の対象事業の うち次に掲げる事業
(7)医 師臨床研修病院研修医環境整備事業
(8)イ  都道府県が補助する離島等息者宿泊施設施設整備事業
(9)イ  都道府県が補助する産科医療機関施設整備事業
ア 次の表の第 2欄 に定める基準額 と第 3桐 に定める封象経費の実支出額 とを
施設ごとに比較 して少ない方の額を選定する。

イ アにより選定 された額 と総事業費か ら寄付金その他の収入額を控除 した額
とを比較 して少ない方の額に 3分 の 2を乗 じて得た額 と、都道府県が補助 し

た額 とを比較 して少ない方の額に 2分の 1を乗 じて得た額の合計額を交付額
とする。

(4)3 交付の対象事業の うち次に掲げる事業
(1)イ  都道府県が補助するへき地診療所の施設整備事業
(3)イ  都道府県が補助するへき地保健指導所の施設整備事業
(10)イ  都道府県が補助する死亡時画像診断システム施設整備事業
ア 次の表の第 2襴 に定める基準額 と第 3欄 に定める対象経費の実支出額 とを
施設ごとに比較 して少ない方の額を選定する。

イ アにより選定 された額 と総事業費か ら寄付金その他の収入額を控除 した額
とを比較 して少ない方の額に第 4欄 に掲げる補助率を乗 じて得た額 と、都道

府県が補助 した額 とを比較 して少ない方の額の合計額を交付額 とする。

(5)3 交付の対象事業の うち次に掲げる事業
(2)イ  都道府県が補助する過疎地域等特定診療所の施設整備事業
ア 次の表の第 2相 に定める基準額 と第 3欄 に定める姑象経費の実支出額 とを
施設ごとに比較 して少ない方の額を選定する。

イ アにより選定 された額 と総事業費か ら寄付金その他の収入額を控除 した額
とを比較 して少ない方の額に 4分の 3を乗 じて得た額 と、都道府県が補助 し

た額 とを比較 して少ない方の額に 3分 の 2を乗 じて得た額の合計額を交付額

とする。

(6)3 交付の対象事業の うち次に掲げる事業
(11)ア  都道府県が行 う有床診療所等スプリンクラー等施設整備事業
ア 次の表の第 2欄 に定める基準額 と第 3欄 に定める紺象経費の実支出額 とを
施設 ごとに比較 して少ない方の額を選定する。

イ アにより選定 された額 と総事業費か ら寄付金その他の収入額を控除 した額
とを比較 して少ない方の額の合計額を交付額 とする。

(7)3 交付の対象事業の うち次に掲げる事業
(■ )イ  都道府県が補助する有床診療所等スプ リンクラー等施設整備事業
ア 次の表の第 2欄 に定める基準額 と第 3桐 に定める対象経費の実支出額 とを
施設ごとに比較 して少ない方の額を選定する。
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イ アにより選定 された額 と総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額
と都道府県が補助 した額 とを比較 してもつとも少ない額の合計額を交付額 とす

る。
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過疎地

域等特

定診療

所

へき地

診療所

1区分

次に掲げる基準面積に

別表に定める単価を乗じ

た額の合計額とする。

基準面積

(1)診療部門   160∬
(2)医師住宅   80ゴ
(3)看護師住宅  80∬

ヘ リポー ト1か所当た

り     58,808千 円

次に掲げる基準面積に

別表に定める単価を乗 じ

た額の合計額とする。

基準面積

(1)診療部門

ア 無床の場合  160だ

イ 有床の場合

(ア)5床以下  240だ
(イ)6床以上   760Hf
(2)医師住宅   80∬
(3)看護師住宅   80∬

2基  準  額

過疎地域等特定診療所とし

て必要な次の各部門の新築、

増改築及び改修 (既存の過疎

地域等特定診療所の改修は除

く 。)に要する工事費又は工

事請負費

(1)診療所

(診察室、処置室、薬剤室、

エンクス線室、暗室、待合

室、看護師居室、玄関、廊

下等)

(2)医師又は歯科医師住宅

(3)看護師住宅

ヘリポー ト整備に必要な工

事費又は工事請負費

へき地診療所として必要な

次の各部門の新築、買収、増

改築 (老朽度が著しいため、

診療行為に支障を来たしてい

るものに限る。)及び改修 (既

存のへき地診療所の改修は除

く 。)に要する工 事費又は工

事請負費

(1)診療所

(診察室、処置室、薬剤室、

エックス線室、暗室、待合

室、看護師居室、玄関、廊

下等)

(2)医師住宅

(3)看護師住宅

3対 象 経 費

2分の 1

2分の 1

4補助率

1か所につき

2,500千円

(ただし、改修の将

合については、

1,000千円)

1か所につき

1,000千円

5下限額

へき地

保健指

導所

次に掲げる基準面積に

別表に定める単価を乗じ

た額とする。

基準面積

(1)指導部門と住宅部門

へき地保健指導所として必

要な次の各部門の新集に要す

る工事費又は工事請負費

(1)指導部門

(問診室、診察室、事務室、

3分の 1

(ただし

沖縄県に

あつては

2分の 1)

1か所につき

1,666千円

(ただし、沖縄県に

あっては、

2,500千円)
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臨床研

修病院

との併設の場合

1201置

(2)指導部門のみの場合

70∬

(3)住宅部門のみの場合

50∬

次に掲げる基準面積に

別表に定める単価を乗じ

た額とする。

基準面積    500∬

面談指導室、図書室、計測

室、検査室、集団指導室、

待合室)

(2)住宅部門

(保健師住宅)

臨床研修医に対する研修環

境の充実を図るため外来診療

椋の拡充整備に係る新築、増

改集に要する工事費又は工事

請負費

ただし、研修課程に基づき

臨床研修を実施している診療

部門及び診療科とする。

(1)外来診療部門

(内科、精神科、小児科、

外科、整形外科、皮膚科、

泌尿器科、産婦人科、限

科、耳鼻咽喉科及び放射線

科の診察室)

(2)救急診療部門

(診察室、処置室)

2分の 1 1)ヽ所につき

1,000千円

研修医

のため

の研修

施設

次に掲げる基準面積に

別表に定める単価を乗じ

た額とする。

基準面積

(1)新築の場合

研修医数×30∬

(ただし、1,000nfを 限

度とする。)

(2)増改築の場合

新築の場合に準じて

算出した面積

(ただし、既存面積と

増改集面積との合計面

積は、新築の場合に準

じて算出した面積を超

えることはできない。)

研修棟として必要な次の各

部門の新集又は増改集に要す

る工事費又は工事請負費

講義室、討議室、図書 B視

聴覚部門 (視聴覚室、図書閲

覧室、コピーサービス室)、

仮眠室、管理部門 (管理室、

更衣室、廊下、便所等)、 倉

庫等

2分の 1 1か所につき

1,000千円



(3)総合診凍部門

(総合外来診察室)

(4)在宅医療部門

(在宅医療指導管理室)

(5)病歴管理室等

離島等

息者宿

泊施設

施設整

備事業

医師臨

床研修

病院研

修医環

境整備

へき地

医療拠

点病院

次に掲げる基準面積に

226千円を乗じた額とす

る。

基準面積

室数 X40だ

(ただし、 8室を上限と

し、かつ、改修の場合は

厚生労働大臣が必要と認

めた額とする。)

次に掲げる基準面積に

別表に定める単価を乗じ

た額とする。

基準面積

研修医数×20だ

次に掲げる基準面積に

別表に定める単価を乗じ

た額とする。

基準面積

(1)診療部門  1,000∬

(2)医師住宅

1戸当たり  80nf
(ただし2戸を限度と

する。)

離島等患者宿泊施設として

必要な新築、増改集及び改修

に要する工事費又は工事請負

費

臨床研修医の研修環境、生

活環境の充実を図るために必

要な宿舎の新集、増改築及び

改修に要する工事費又は工事

請負費

(バルコニー、廊下、階段等

共通部分を含む。)

へき地医療拠点病院として

必要な次の各部門の新築、増

改築に要する工事費又は工事

請負費

(1)検査、放射線、手術部門

(検査室、照射室、操作室、

手術室、回復室、準備室、

浴室、廊下、便所、附属設

備等)

(2)病棟

(病室、診察室、処置室、

記録室、息者食堂、寝具倉

庫、バルコニー、廊下、便

所、暖冷房、附属設備等)

(3)医師住宅

3分の 1

3分の 1

2分の 1 1か所につき

2,500千円
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産科医療

機関施設

整備事業

次に掲げる基準面積に

別表に定める単価を乗 じ

た額とする。

基準面積

(1)診療部門  30∬
(2)宿泊施設

室数×40nf

(ただし2室を限度と

する。)

産科医療機関として必要な

次の各部門の新築、増改築及

び改修に要する工事費又は工

事請負費

(1)診療部門

(分娩室、病室等 )

(2)宿泊施設

3分の 1 1か所につき

666千円

有床診療

所等スプ

リンクラ

ー等施設

整備事業

死亡時画

像診断シ

ステム施

設整備

500∬未満の施設に火災

通報装置を整備する場合

1か所当たり  300千円

300ゴ未満の施設に自動

火災報知設備を整備する場

合

1か所当たり 1,000千 円

当該施設の対象面積に

次に掲げる基準単価を乗

じた額とする。

対象面積1∬当たり

基準単価   17千円

次に掲げる基準面積に

別表に定める単価を乗じ

た額とする。

基準面積  60∬

火災通報装置整備のために必

要な工事費又は工事請負費

自動火災報知設備整備のため

に必要な工事費又は工事請負

費

スプリンクラー (パ ッケージ

型自動消火設備を含む)整備の

ために必要な工事費又は工事請

負費

死亡時画像診断の実施に必

要な施設の新築、増改築及び

改修に要する工事費又は工事

請負費

定額

2分の 1

(注)1 過去に同一事業について補助を受け、現に使用しているときは、基準面積 (基準面積
が定められていないときは基準額とする。以下この項において同じ。)から当該補助の際

の基準面積を差し引いた面積を基準面積とする。

2 建築面積が基準面積を下回るときは、当該建築面積を基準面積とする。
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(交付決定の下限 )

6 3の 事業について、 5に より施設ごとに算出された額が、 5の表の第 5欄 に定
める下限額に満たない場合には、交付決定を行わないものとする。

(交付の条件 )

7 この・補助金の交付の決定には、次の条件が付 されるものとする。
(1)事業の内容の うち、次のものを変更する場合には、厚生労働大臣の承認を受
けなければならない。

ア 建物の設置場所 (た だし、設置予定敷地内における設置場所の変更で機能
を著 しく変更 しない軽微な変更を除く。 )

イ 建物の規模、構造又は用途 (た だし、機能を著 しく変更 しない軽微な変更
を除 く。 )

(2)事業を中止 し、又は廃止する場合には、厚生労働大臣の承認を受けなければ
ならない。

(3)事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難 となつた場合に
は、速やかに厚生労働大臣に報告 してその指示を受けなければならない。

(4)事業により取得 し、又は効用の増加 した不動産及びその従物については、補
助金等に係る予算の執行の道正化に関する法律施行令 (昭和 30年政令第 25
5号 )第 14条第 1項第 2号 の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経
過するまで、厚生労働大臣の承認を受けないでこの補助金の交付の目的に反 し

て使用 し、譲渡 し、交換 し、貸 し付け、担保に供 し、又は取 り壊 してはならな

ヤ` 。

(5)厚 生労働大臣の承認を受けて財産を処分することにより収入があつた場合に
は、その収入の全部又は一部を国庫に納付させることがある。

(6)事業により取得 し、又は′デ~力用の増加 した財産については、事業完了後におい
ても善良な管理者の注意をもつて管理するとともに、その効率的な運営を図 ら

なければならない。

(7)補助金 と事業に係 る証拠書類等の管理については、次によるものとする。
ア 補助事業者が地方公共団体の場合
補助金 と事業に係 る予算及び決算 との関係を明 らかにした第 1号様式によ

る調書を作成するとともに、事業に係 る歳入及び歳出について証拠書類を整

理 し、かつ調書及び証拠書類を事業の完了の日 (事業の中止又は廃上の承認

を受けた場合には、その承認を受けた 日)の属する年度の終了後 5年 間保管
しておかなければならない。

イ 補助事業者が地方公共団体以外の場合
事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備 え、当該収入及び支出に

ついて証拠書類を整理 し、かつ、調書及び証拠書類を事業の完了の日 (事業
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の中止又は廃上の承認承認を受けた場合には、その承認を受けた日)の属す
る年度の終了後 5年間保管しておかなければならない。

(8)国 庫補助申請予定額 (複数の補助事業の申請を予定 している場合には、その
合計額)が 1億 円以上の施設整備を行 う場合には、原則 として 5社以上の競争
入本しを行わなければならない。

(9)補助事業を行 うために請負契約を締結する場合は、一括下請負の承諾をして
はならない。

(10)補 助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係 る消費税
及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定 した場合は、第 6号様式により速や

かに厚生労働大臣に報告 しなければならない。

なお、補助事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部 (又 は一支社、一

支所等)で あって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部 (又 は本
社、本所等)で消費税及び地方消費税の申告を行つている場合は、本部の課税
売上割合等の申告内容に基づき報告を行 うこと。

また、厚生労働大臣に報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に

係 る仕入控除税額の全部又は一部を国庫に納付させることがある。

(■)都道府県は、国から概算払により間接補助金に係 る補助金の交付を受けた場
合には、当該概算払を受けた補助金に相当する額を遅滞なく間接補助事業者に

交付 しなければならない。

(12)都 道府県は、間接補助金を間接補助事業者に交付す る場合には、 (1)か ら
(11)に 掲げる条件 (こ の場合において、 (1)か ら (3)、 (5)及び (10)中
「厚生労働大臣」 とあるのは 「都道府県知事」 と、 「国庫」 とあるのは「都道

府県」 と、 (4)中 「厚生労働大臣の承認」 とあるのは「都道府県知事の承認」
と、 (10)中 「第 6号様式」 とあるのは「第 7号様式」 と読み替えるものとす

る。)を付 さなければならない。

(13)(12)に より付 した条件に基づき都道府県知事が承認又は指示をする場合に
は、あらか じめ厚生労働大臣の承認又は指示を受けなければならない。

(14)間 接補助事業者から財産の処分による収入及び補助金に係 る消費税及び地方

消費税に係 る仕入控除税額の全部又は一部の納付のあった場合には、その納付

額の全部又は一部を国庫に納付 させることがある。

(15)補助事業者が一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人
及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴 う関係法律の整備等に関す

る法律 (平成 18年法律第 50号 )第 42条 第 2項に規定する特例民法法人で
あつて国が所管するものである場合、この補助金に係る支出明細書を第 8号様
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式により作成 し、国からの補助金等全体の金額及びその年間収入に対する割合

を示す書類に添付 した上で、計算書類等 と併せて事務所に備えつけ公開すると

ともに、決算後 10日 を経過 した日又は翌年度 7月 10日 のいずれか早い日ま
でに厚生労働省 (及び法人所管府省)に報告 しなければならない。

(16)こ の補助金 にかかる補助金の交付 と対象経費を重複 して他 の補助金等の交付
を受けてはな らない。

(申 請手続 )

8 この補助金の交付の申請は、次により行 うものとする。
(1)補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第 26条第 2項 に基づき、
補助金等の交付に関する事務の一部を都道府県が行 う場合

ア 補助事業者は、第 2号様式による申請書に関係書類を添えて、都道府県知事
が定める日までに都道府県知事に提出するものとする。

イ 都道府県知事は、アの申請書を受理 したときは、これを審査 し、とりまとめ
の うえ、毎年度 5月 31日 までに厚生労働大臣に提出するものとする。
ただし、有床診療所等スプ リンクラー等施設整備事業については、平成 26年
3月 13日 までに厚生労働大臣に提出するものとする。

(2)(1)以 外の場合
補助事業者は、第 2号様式による申請書に関係書類を添えて、毎年度 5月
31日 までに厚生労働大臣に提出するものとする。
ただし、有床診療所等スプ リンクラー等施設整備事業については、平成 26年
3月 13日 までに厚生労働大臣に提出するものとする。

(変 更申請手続 )

9 この補助金の交付決定後の事情の変更により申請の内容を変更 して追加交付申
請等を行 う場合には、 8に 定める申請手続に従い、毎年度 1月 20日 までに行 う
もの とする。

ただ し、有床診療所等スプリンクラー等施設整備事業については、平成 26年 3
月 20日 までに行 うものとする。

(交付決定までの標準的期間 )

10 この補助金の交付の決定までの標準的期間は、次のとお りとする。
(1)補助金等に係 る予算の執行の適正化に関する法律第 26条第 2項 に基づき、
補助金等の交付に関する事務の一部を都道府県が行 う場合において、都道府県

知事は、 8の (1)の ア若 しくは 9に よる申請書が到達 した日から起算 して原
則 として 1月 以内に国に提出するものとし、国は、都道府県知事から申請書が

到達 した 日から起算 して原則 として 2月 以内に交付の決定 (変更交付決定を含

む。)を行 うものとする。

(2)(1)以 外の場合、国は、 8の (2)若 しくは 9に よる申請書が到達 した日
か ら起算 して原則 として 2月 以内に交付の決定 (変更交付決定を含む。)を行
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うものとする。

(補助金の概算払 )

■ 厚生労働大臣は、必要があると認める場合においては、国の支払計画承認額の
範囲内において概算払をすることができる。

(遂行状況報告 )

12 この補助金の事業遂行状況の報告については、次により行 うものとする。
(1)補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第 26条第 2項 に基づき、
補助金等の交付に関する事務の一部を都道府県が行 う場合

ア 補助事業者は、第 3号様式による毎年度 12月 末 日現在の状況報告書に関係
書類を添えて、都道府県知事が定める日までに都道府県知事に提出するものと

する。

ただし、有床診療所等スプ リンクラー等施設整備事業については、平成 26年
3月 20日 までに厚生労働大臣に提出するものとする。

イ 都道府県知事は、アの報告書を受理 したときは、これをとりまとめの うえ、
翌月 15日 までに厚生労働大臣に提出するものとする。
ただし、有床診療所等スプ リンクラー等施設整備事業については、平成 26年
3月 20日 までに厚生労働大臣に提出するものとする。

(2)(1)以 外の場合
補助事業者は、第 3号様式による毎年度 12月 末 日現在の状況報告書に関係
書類を添えて、翌月 15日 までに厚生労働大臣に提出するものとする。
ただし、有床診療所等スプ リンクラー等施設整備事業については、平成 26年
3月 20日 までに厚生労働大臣に提出するものとする。

(実績報告 )

13 この補助金の事業実績報告は、次により行 うものとする。
(1)補助金等に係る予算の執行の道正化に関する法律第 26条第 2項 に基づき、
補助金等の交付に関する事務の一部を都道府県が行 う場合

ア 補助事業者は、第 4号様式による報告書に関係書類を添えて、都道府県知事
が定める日までに都道府県に提出するものとする。

イ 都道府県知事は、アの報告書を受理 したときは、これを審査 し、とりまとめ
の うえ、事業の完了の日から起算 して 1月 を経過 した 日 (7の (2)に より事業
の中止又は廃上の承認を受けた場合には、当該承認通知を受理 した日から 1月

を経過 した 日)又 は翌年度 4月 10日 のいずれか早い日までに、厚生労働大臣
に提出するものとする。

なお、事業が翌年度にわたるときは、第 5号様式による年度終了実績報告書
を、この補助金の交付決定に係 る国の会計年度の翌年度の 4月 10日 までに、
厚生労働大臣に提出するものとする。
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補助事業者は、第 4号様式による報告書に関係書類を添えて、事業の完了の

日から起算 して 1月 を経過 した 日 (7の (2)に より事業の中止又は廃上の承認
を受けた場合には、当該承認通知を受理 した日から 1月 を経過 した日)又 は翌
年度 4月 10日 のいずれか早い日までに、厚生労働大臣に提出するものとする。
なお、事業が翌年度にわたるときは、第 5号様式による年度終了実績報告書
を、この補助金の交付決定に係る国の会計年度の翌年度の 4月 10日 までに、
厚生労働大臣に提出するものとする。

(補助金の返還 )

14 厚生労働大臣は、交付すべき補助金の額を確定 した場合において、既にその額
を超 える補助金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分につい

て国庫に返還することを命ずる。

(そ の他 )

15 特別の事情により、 5、 8、 9、 12及 び13に 定める算定方法、手続によること
ができない場合には、あらか じめ厚生労働大臣の承認を受けてその定めるところ

によるものとする。
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別 表 地域別 1平 方 メー トル 当た り単価 表
(単位 :円 )

医 師 臨 床 研 修 病 院

研 修 医 環 境 整 備

き 地 医 療

拠 点 病 院

臨 床 研 修 病 院

へ き 地 保 健 指 導 所

研 修 医 の た め の

研 修 施 設

過 疎 地 域 等

特 定 診 療 所

へ き 地 診 療 所

施 設 の 名 称

診  療
部  門

医 師
住 宅

診療棟

病  棟

離  島
豪  雪
地  区

一 般
地  区

離  島
豪  雪
地  区

一 般
地  区

離  島
豪  雪
地  区

一 般
地  区

種 目等

鉄筋コンクリート

木    造

ブ ロ ッ ク

鉄筋コンクリート

木    造

ブ ロ ッ ク

鉄筋コンクリート

木    造

ブ ロ ッ ク

鉄筋ヨンクリート

ブ ロ ッ ク

鉄筋コンク,―ト

ブ ロ ッ ク

鉄筋コンク)―ト

ブ ロ ン ク

鉄筋コンク)―ト

木    造

ブ ロ ッ ク

鉄筋コンクリート

木    造

プ ロ ッ ク

鉄筋ヨンクリート

木    造

プ ロ ッ ク

鉄筋コンクリート

木    造

プ ロ ッ ク

鉄筋コンク)―ト

木    造

ブ ロ ッ ク

鉄筋コンクリート

木    造

ブ ロ ッ ク

鉄筋ヨンクリ中ト

木    造

ブ ロ ッ ク

鉄筋ヨンク,…ト

構 造 別

187,400

168,000

146,700

168,000

187,400

163,800

187,400

126,000

109,800

126,000

164,300

187,700

146,700

168,000

164,300

187,700

134,900

117,900

134,900

126,000

109,800

126,000

187,700

164,300

187,700

134,900

117,900

134,900

126,000

109,800

126,000

134,900

117,900

134,900

126,000

109,800

126,000

A

178,500

159,900

139,700

178,500

156,000

159,900

178,500

126,000

109,800

126,000

156,500

178,800

139,700

159,900

156,500

178,800

134,900

117,900

134,900

126,000

109,800

126,000

178,800

156,500

178,800

134,900

117,900

134,900

126,000

109,800

126,000

134,900

117,900

134,900

126,000

109,800

126,000

B

169,500

151,900

132,600

151,900

169,500

148,100

169,500

126,000

109,800

126,000

148,600

169,800

132,600

151,900

148,600

169,800

134,900

117,900

134,900

126,000

109,800

126,000

169,800

148,600

169,800

134,900

117,900

134,900

126,000

109,800

126,000

134,900

117,900

134,900

126,000

109,800

126,000

C

160,600

143,900

125,700

143,900

160,600

140,400

160,000

126,000

109,800

126,000

140,800

160,800

125,700

143,900

140,800

160,800

134,900

117,900

134,900

126,000

109,800

126,000

160,800

140,800

160,800

134,900

117,900

134,900

126,000

109,800

126,000

134,900

117,900

134,900

126,000

109,800

126,000

D

地 域 区 分

産 科 医 凍 機 関
宿  泊
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死 亡 時 画 像 診 断

シ ス テ ム 施 設 整 備

鉄筋ヨンクリート

木    造

187,700

187,400

178,800

178,500

169,800

169,500

160,800

160,600

施  設 ブ ロ ッ ク 163,800 156,000 148,100 140,400

(注 )1 上記基準単価は、新集及び増改築事業における補助金算出の限度 となる
単価であり、建築単価が基準単価を下まわるときは、当該建築単価を基準

単価 とする。

2 既存建物を買収する場合の買収費の単価及び費用については、別途厚生
労働大臣に協議 して承認を得た額 とする。

3 離島、豪雪地区とは、離島振興法 (昭和 28年法律第 72号 )第 2条第
1項、豪雪地帯対策特別措置法 (昭和 37年法律第 73号 )第 2条第 1項、
奄美群島振興開発特別措置法 (昭和 29年法律第 189号 )第 1条 、小笠
原諸島振興開発特別措置法 (昭和 44年法律第 79号 )第 2条及び沖縄振
興特別措置法 (平成 14年法律第 14号)第 3条 第 3号 の規定に基づく指
定地域に該当する地域 とする。

4 都道府県別の地域区分は次のとお りとする。

D

C

B

A

区  分

徳島県、愛媛県、福岡県、大分県

栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、

福井県、愛知県、滋賀県、兵庫県、

和歌山県、島根県、岡山県、山口県、

香川県、高知県、佐賀県、長崎県、

宮崎県

北海道、

茨城県、

岐阜県、

大阪府、

広島県、

宮城県、秋田県再山形県、

神奈川県、新潟県、石川県、

静岡県、三重県、京都府、

奈良県、鳥取県、

熊本県、鹿児島県

青森県、岩手県、福島県、東京都、

宮山県、山梨県、長野県、沖縄県

地 域
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別紙

医療施設等施設整備費補助金交付要綱新旧対照表

改正後 改正前

厚 生 省 発 医 第 137号

昭 和 54年 7月 27日

医療施設等施設整備費補助金交付要綱

1、 2(略 )

(交付の対象)

3 この補助金は、次に掲げる事業 (都道府県又は市町村が民間資金等の活用によ
る公共施設等の整備等の促進に関する法律 (平成 11年法律第 l17号)第 5条
第 1項に基づく実施方針を定めて実施する同法第 2条第4項に定める選定事業に

ついて、同法第 2条第 5項に定める選定事業者が整備した施設を都道府県又は市

町村が買収する事業を含む。)を交付の対象とする。ただし、川崎市及び名古屋市

が設置する施設の整備事業 ((8)、 (9)、      疎地域自立促進特別措置法 (平
成 12年法律第 15号)第 16粂第 1項第 1号及び腐佐島振興法 (昭和 28年法律第
72号)第 10条第 1項第 1号に基づき実施する事業を除く。)については、交付
の対象としないものとする。

月年62成平

(1)～ (10)(略)

厚 生 省 発 医 第 137号

昭 和 54年 7月 27日

医療施設等施設整備費補助金交付要綱

と、2(略 )

(交付の対象)

3 この補助金は、次に掲げる事業 (都道府県又は市町村が民間資金等の活用によ
る公共施設等の整備等の促進に関する法律 (平成 11年法律第 117号)第 5条
第 1項に基づく実施方針を定めて実施する同法第 2条第4項に定める選定事業に

ついて、同法第 2条第 5項に定める選定事業者が整備した施設を都道府県又は市

町村が買収する事業を含む。)を交付の対象とする。ただし、川崎市及び名古屋市

が設置する施設の整備事業 ((8)、 (9)、 過疎地域自立促進特別措置法 (平成 12
年法律第 15号)第 16条第 1項第 1号及び離島振興法 (昭和 28年法律第72号 )
第 10条第 1項第 1号に基づき実施する事業を除く。)については、交付の対象と

しないものとする。

(1)～ (10)(略)

■
■



改正後 改正前

4(略 )

(交付額の算定方法)

5 この補助金の交付額は、次の (1)か ら   により算出された額とする。
ただし、施設ごとに算出された額に1, 000円 未満の端数が生じた場合には、
これを切捨てるものとする。

(1)～ (5)(略 )
(6Ⅲ 3 本付の対長 うち次に掲げる事業

(7)3 交付の対象事業のうち次に掲げる事業

4 (田各)

(交付額の算定方法)

5 この補助金の交付額は、次の (1)か ら   により算出された額とする。
ただし、施設ごとに算出された額に1, 000円 未満の端数が生じた場合には、
これを切捨てるものとする。

(1)～ (5)(略 )

2



改正後 改正前

(注)(略 )

6～ 7(略 )

1区分 2基準額 3対象経費 4補助率 5下限額

ユ

(注)(略 )

6～ 7(略 )

1区分 2基準額 3対象経費 4補助事 5下限額

(追加) (追加) (追加) (追加 ) (追加)

3



改正後 改正前

(申請手統)

3 この補助金の交付の申請は、次により行うものとする。
(1)補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第 26条第 2項に基づき、
補助金等の交付に関する事務の一部を都道府県が行う場合

ア 補助事業者は、第 2号様式による申請書に関係書類を添えて、都道府県知事
が定める日までに都道府県知事に提出するものとする。

イ 都道府県知事は、アの申請書を受理したときは、これを審査し、とりまとめ
のうえ、毎年度 5月 31日 までに厚生労働大臣に提出するものとする。
十 ポ 1´ スプ リンクラー筆縮譜尊倍車学については、平成 26年

3月 lR日
=で
に匝牛 巨に繰出十 る |、 の ル十 る^

(2)(1)以 外の場合
補助事業者は、第 2号様式による申請書に関係書類を添えて、毎年度 5月

31日 までに厚生労働大臣に提出するものとする。

ただ Iン 有床診痔所姜 スプ ン ィクラーリ ついては、平成 26年

3月 13日 までに厚生労働大臣に提出するものとするぉ

(変更申請手続)

9 この補助金の交付決定後の事情の変更により申請の内容を変更して追カロ交付申
請等を行う場合には、 8に定める申請手続に従い、毎年度 1月 20日 までに行う

ものとする。

月 20日 まで|こ行うやぅのとするぃ

10～ 11(略 )

(申請手続)

8 この補助金の交付の申請は、次により行うものとする。
(1)補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第26条第 2項に基づき、
補助金等の交付に関する事務の一部を都道府県が行う場合

ア 補助事業者は、第 2号様式による申語書に関係書類を添えて、都道府県知事
が定める日までに都道府県知事に提出するものとする。

イ 都道府県知事は、アの中請書を受理したときは、これを審査し、とりまとめ
のうえ、毎年度 5月 31日 までに厚生労働大臣に提出するものとする。

(2)(1)以 外の場合
補助事業者は、第 2号様式による申請書に関係書類を添えて、毎年度 5月

31日 までに厚生労働大臣に提出するものとする。

(変更申請手続)

9 この補助金の交付決定後の事情の変更により申請の内容を変更して追加交付申
請等を行う場合には、 8に定める申請手続に従い、毎年度 1月 20日 までに行う

ものとする。

10～ ll(略)

4



改正後 改正前

(遂行状況報告)

12 この補助金の事業遂行状況の報告については、次により行うものとする。

(1)補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第26条第 2項に基づき、
補助金等の交付に関する事務の一部を都道府県が行う場合

ア 補助事業者は、第 3号様式による毎年度 12月 末日現在の状況報告書に関係
書類を添えて、都道府県知事が定める日までに都道府県知事に提出するものと

する。

イ 都道府県知事は、アの報告書を受理したときは、これをとりまとめのうえ、
翌月 15日 までに厚生労働大臣に提出するものとする。

年 3月 20日 注でに直牛 臣に提出するやゝのとする^

(2)(1)以 外の場合
補助事業者は、第 3号様式による毎年度 12月 末日現在の状況報告書に関係

書類を添えて、翌月 15日 までに厚生労働大臣に提出するものとする。

ただ 1ン 右床診痔所筆 ス プ 1, ィタラーン ついては、平成 26年

13～ 15(略 )

別表  (略 )

第 1号様式～第 8号様式 (略)

(遂行状況報告)

12 この補助金の事業遂行状況の報告については、次により行うものとする。

(1)補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第26条第 2項に基づき、
補助金等の交付に関する事務の一部を都道府県が行う場合

ア 補助事業者は、第 3号様式による毎年度 12月 末日現在の状況報告書に関係
書類を添えて、都道府県知事が定める日までに都道府県知事に提出するものと

する。

イ 都道府県知事は、アの報告書を受理したときは、これをとりまとめのうえ、
翌月 15日 までに厚生労働大臣に提出するものとする。

(2)(1)以 外の場合
補助事業者は、第 3号様式による毎年度 12月 末日現在の状況報告書に関係

書類を添えて、翌月 15日 までに厚生労働大臣に提出するものとする。

13～ 15(略)

別表  (略 )

第 1号様式～第 8号様式 (略)

5



―

騨
∞

―

第 1号様式

半  成 年  度  補  助  各  言周  誉

厚生労働省所管 (地方公共団体 )

1.「地方公共団体」の「科 目」は、歳入にあたっては、款、項、日、節を、歳出にあたつては、款、項、日をそれぞれ記載すること。
2。 「予算現額」は、歳入にあたつては、当初予算額、補正予算額等の区分を、歳出にあたつては、当初予算額、補正予算額、予備費支出額、流用増減額等

の区分を明らかにして記載すること。

3.補 助事業等の地方公共団体の歳出予算額の繰越が行われた場合における翌年度に係る補助金調書の作成は本表に準ずること。この場合において、地方公
共団体の歳入の「科 目」に「前年度繰越金」を掲げる場合は、その「予算現額」及び 「収入済額」の数宇の下欄に国庫補助額を (  )を もつて付記する
こと。

4,「 備考」欄は、参考 となるべき事項を適宜記載すること。

国 地 方 公 共 団 体

歳 入 歳 出

歳出予算科目
交付決定

の  額
補助率

科  目 予算現額 収入済額 科  目 予算現額
うち国庫補助

金 相 当 額
支出済額

うち国庫補助

金 相 当 額

翌年度

繰越額

うち国庫補助

金 相 当 額

備   考

(項)医療提供

体制基盤整

備費

(目 )医療施設

等施設整備

費補助金

円 円 円 円 円 円 円 円 円



第 2号様式

平成 年 月 日

厚 生 労 働 大 臣  殿

補 助 事 業 者 名  印

平成  年度医療施設等施設整備費

国庫補助金の交付 申請書

標記について、次により国庫補助金を交付されるよう関係書類を添えて申請

する。

1 国庫補助 申請額  金

2 事業の種類

3 経費所要額調 (別紙 (1)の とお り)

4 事業計画書  (丹り紙 (2)の とお り)

5 添付書類

(1)補 助対象 区域の工事設計図

(2)工 事仕訳書

(3)歳 入歳 出予算書の抄本

(4)そ の他参考 となるべき資料

(注 )厚生労働省本省にて明許繰越 を行った事業については、 「平成 年度医療
施設等施設整備費国庫補助金」の後に 「 (平成 年度か らの繰越分 )」 と明

記す ること。

-19-

号番

円



別紙 (1)

！
　
］
〇
　
―

経  費  所  要  額  調
助事業者名

1 本調査表は、施設ごとに作成すること。
2 「区分」桐には、交付の対象となる事業の名称を記載すること。
3 「選定額」相月は、 (D)と (E)と を比較して少ない方の額を記入すること。
4 「国庫補助基本額」欄は、次により記入すること。
(1)交付要細 5(交付額の算定方法)(1)及び (6)とこ掲げる事業―・(C)と (F)と を比較して少ない方の額

〃     (2)及 び (7)に 掲げる事業―。(C)と (F)と (G)と を比較してもつとも少ない額
〃     (3)に 掲 げ る事 業…。(C)と (F)と を比較して少ない方の額に 3分の 2を乗じて得た額と(G)と を比較して少ない方の額
〃     (4)に 掲 げ る事 業―・(C)と (F)と を比較して少ない方の額に補助率を乗じて得た額と(C)と を比較して少ない方の額
″     (5)に 掲 げ る事 業…。(C)と (F)と を比較して少なしヽ方の額に4分の 3を乗じて得た額と(G)と を比較して少ない方の額

「国庫補助所要額」桐は、次により記入すること。ただし、算出された額に1,000円未満の端数が生じた場合にはこれを切捨てるものとする。

交付要綱 5(1)に掲げる事業……………………(H)襴に記載された額に補助率を乗 じて得た額
交付要綱 5(2)及び (3)に 掲げる事業…………。(H)襴に記載された額に 2分の 1を乗じて得た額
交付要綱 5(4)、 (6)及び (7)に掲げる事業“―(H)相に記載された額

(注

(2)

(3)

(4)

(5)

5

(1)

(2)

(3)

(4)

区 分
総 事 業 費

(A)

寄 付 金 そ の

他 の 収 入 額

(B)

差  引 額

(A)― (B)〓 (C)

対象経 費の

支 出予定額

(D)

基 準 額

(E)

選 定 額

(F)

都 道 府 県

補 助 額

(G)

国庫 補 助

基 本 額

(H)

国庫補助

所 要 額

(I)
備 考

円 円 円 円 円 円 円 円 円

交付要綱 5(5)に掲げる事業 ・。(H)襴に記載された額に 3分の 2を乗じて得た額



―

】
牌

―

男lJ糸氏 (2)

(注)1
2

事 業 計 回 書

3整備費内訳の「費目」相は、交付要綱の 5(交付額の算定方法)の対象経費に定める各部門に区分して記入すること。
5「その他参考事項」欄に、平成 20年 4月 17日 医政発第 0417001号 「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分について」の別添 1
「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分承認基準」第 3の 3の (1)に規定する抵当権設定の有無を記入すること。

事業の名称 区  分 費  目 面 積 単  価 金   額 備   考
開 設 者 (設 置 者 ) 施   設   名 所    在    地

1 施設の規模及び構造等
敷地の状況 敷地面積 nt (自 己所有地、借地、買入 (予定)地の別)
事業の種別 (新 築 、 増 築 、 改 築 の 別 )

nf 円 円

建物の構造

及 び 面 積

建築面積      Hf
造)○階建

延べ面積      Hf

補

助

姑

象

外

事

業

分

小  計
2施 工 状 況 合 計

工事の施行方法 (直 営 、 諦 負 の 別 ) 4財 源 内 ,尺

施 工 期 間 着工 平成  年  月  日 ～ 竣工 平成  年  月  日 区 分 金 額 備 考

3整 備 費 内 訳

区  分 費  目 面 積 単 価 金   額 備  考 (1)国 庫 補 助 金

(2)地  方  債
(3)寄 付 金

(4)そ  の  他

円 (内 訳 )

計

5 そ の 他  参 考 事 項

nf 円 円

補

助

封

象

事

業

分

小  計



第 3号様式

番      号

平成 年 月 日

厚 生 労 働 大 臣  殿

補 助 事 業 者 名  印

平成  年度医療施設等施設整備費補助金の

補助対象事業の遂行状況報告書

標記について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第 12条の

規定により、別表のとお り報告する。

- 22 -



別 表

事 業 区 分 施    設    名 所 在 地

1.事 業 施 行 状 況 (平成  年  月  日現在)

竣工見込量については、本報告書提出後 1か月ごとの竣工量を記入すること。

2,工 事 進 捗 状 況 (平成  年  月  日現在)

1.工事予定を点線の棒線で示し、その上に工事進捗状況を実線の棒線で示すこと。
2.工事名ごとに工事進捗状況 (出来高)を%をもつて示すこと。

3.繰 越 予 定 状 況

請負契約額桐の(内国庫補助金分)は、交付決定額を記入すること。

計

自 平成 年 月 日
至 平成 年 月 日
現 在 竣 工 量

白 平成 年 月 日
至 平成 年 月 日
まで竣工見込量

区 分

ΠF

施 正 面 積

%

工 事 施 行 率

円

金 額 備 考

設計事務

入札事務

整地工事

基礎工事

OO工事

工 事 名

・・ (100%)
。………………・・ (100%)

・…………・・ (100%)
・………・・ (100%)

(90%)

平成  年                             平成  年
4月 1日 5月 1日 6月 1日 7月 1日 8月 1日 9月 1日 10月 1日 11月 1日  12月 1日 1月 1日 2月 1日 3月 1日 4月 1日

| | | | | | | | | | | | |

(全 体 契約 額 )

円

(内国庫補助金分)

円

請 負 契 約 額

円 %

平成  年  月  日現在
円 %

年 度 末 現 在 (見込)
年 度 内 完 成 (見 込 )

円 %

繰 越 予 定 繰 越 理 由

- 23 -



第 4号様式

番

平成  年  月

厚 生 労 働 大 臣  殿

補 助 事 業 者 名  印

平成  年度医療施設等施設整備費
国庫補助金の事業実績報告書

平成  年   月  日厚生労働省発医政第  号をもつて交付決定を受け
た標記について、次の とお り関係書類を添えて報告す る。

1 国庫補助精算額  金        円

2 事業の種類
3 経費所要額精算書 (別紙 (1)の とお り)
4 事業実績報告書  (男U紙 (2)の とお り)
5 添付書類
(1)当 該事業にかかる歳入歳出決算書 (見 込)の 抄本
(2)補 助事業完成後の建物の全景及び補助対象事業の概要を示す写真

(3)契 約書の写 し
(4)補 助事業完成後の建物の構造概要及び平面図 (各 室の用途を示すこ

と。 )

(5)補 助対象区域の工事設計図及び工事仕訳書
(6)建 築基準法第 7条 第 5項の規定による検査済証の写 し

(注 )厚生労働省本省にて明許繰越を行つた事業については、「平成 年度医療
施設等施設整備費国庫補助金」の後に 「 (平成 年度からの繰越分)」 と明
記すること。

号

日

- 24 -



別紙 (1)

経  費   所  _ 額  精  算   書
補助事業者名

区 分
総 事 業 費

(A)

寄付金 そ の

他 の収入額

(B)

差  引 額

(A)― (B)=(C)

対象経費の

実 支 出 額

(D)

基 準 額

(E)

選 定 額

(F)

都 道 府 県

補 助 額

(G)

国庫 補 助

基 本 額

(H)

国庫補助

所 要 額

(I)

国庫補助

交付決定額

(」 )

国庫 補 助

受 入 済額

(K)
円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

差 引過 △

不 足 額

(K)― (I)=(L)

円

―
　
〕
伽
　
―



Ｉ
Ｎ
ω
ｌ

別紙  (2)

事   業   実   絞   報   告   書

(注)5「 その他参考事項」相月に、平成 20年 4月 17日 医政発第 0417001号 「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分について」の別添 l「厚生

労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分承認基準」の第 3の 3の (1)に規定する抵当権設定の有無を記入し、抵当権を設定したことがわかる資料 (登記
簿の写し)を添付すること。

事業の名称 区  分 費  目 面  積 単 価 金   額 備   考
開 設 者 (設 置 者 ) 施   設   名 所    在 地

1 施設の規模及び構造等
敷地の状況 敷地面積 Hf (自 己所有地、借地、買入 (予定)地の別 )
事業の種別 (新 築 、 増 築 、 改 築 の 別 )

H: 円 円

建物の構造

及 び 面 積

建築面積      r置
( 造)O階 建

延べ面積      Πf

補

助

対

象

外

事

業

分

小  計
2施 工 状 況 合 計

工事の施行方法 (直 営、請負の別)請 負の場合  年  月  日 契約 4財 源 内 訳

施 工 期 間 着工 平成  年  月  日 ～ 竣工 平成  年  月  日 区 分 金 額 備 考

3 支 出 済 整 備 費 内 F沢
区  分 費  目 面  積 単  価 金    額 備   考 (1)

(2)

(3)

(4)

国 庫 補 助 金

地  方  債
寄  付  金
そ  の  他

円 (内  訳 )

計

5 そ の 他  参 考 事 項

Hf 円 円

補

助

対

象

事

業

分

小  計



第 5号様式

番

平成 年 月 日

厚 生 労 働 大 臣  殿

補 助 事 業 者 名  印

平成 年度医療施設等施設整備費補助金

年度終了実績報告書

標記については、補助金等に係 る予算の執行の適正化に関す る法律第 14条

後段の規定によ り、関係書類 を添 え別表の とお り報告する。

別表

号

事 業 名

円

事 業 費

円

補  助

基 本 額

円

補助金額

交 付 決 定 の 内 容

円

事 業 費

支払実績

(見込)額

%

事  業

進 捗 率

円

補 助 金

受 入 額

年 度 内 遂 行 実 績

円

事 業 費

円

補助金額

翌年度繰赳額

着手年月
完  了

予定年月

事業実施期 間

猫 要

- 27 -



第 6号様式

番

平成  年  月

厚 生 労 働 大 臣  殿

補助事業者名  印

平成 年度消費税及び地方消費税に係 る仕入控除税額報告書

平成 年  月 日第  号により交付決定があった医療施設等施設整備費補
助金 について、医療施設等施設整備費補助金交付要綱 7.(10)の 規定に基づき、

下記の とお り報告する。

1 補助金等に係 る予算の執行の適正化に関す る法律第 15条 に基づ く額の確
定額又は事業実績報告

金

2 消費税及び地方消費税の申告によ り確定 した消費税及び地方消費税に係 る
仕入控除税額 (要 国庫補助金返還相 当額 )

注 :別添参考 となる書類 (2の 金額の積算の内訳等 )

号

日

円

円金

- 28 -



第 7号様式

番

平成 年 月

都 道 府 県 知 事  殿

間接補助事業者名 印

平成  年度消費税及び地方消費税 に係 る仕入控除税額報告書

平成 年  月 日第  号によ り交付決定があつた医療施設等施設整備費補
助金について、交付決定通知によ り付 された条件 に基づき、下記の とお り報告

す る。

1 補助金等 に係 る予算の執行の適正化 に関す る法律第 15条 に基づ く額の確
定額又は事業実績報告額

2 消費税及び地方消費税の申告により確定 した消費税及び地方消費税に係 る
仕入控除税額 (要 国庫補助金返還相当額 )

注 :別添参考 となる書類 (2の 金額の積算の内訳等 )

号

日

円金

円金

- 29 -



第 8号様式

平成OO年度補助金等支出明細書
特例民法法人名

(1)目 的
2.事業の目的及び内容
1.補助金等の名称

支出内容

支出内容

フ.再補助 B再委託等の割合

合計

内容

合計

支出先

合計

支出先

合計

合計

内容

(2)一般管理費

(1)人件費

3.交付実績額

千円

千円

千円

金額

6.その他

千円

千円

千円

千円

千円

金額

(2)(1)以外の支出

千円 (B)

千 円

千 円

干 円

千 円

金額

(1)外部に再補助 。再委託等されているものに関する支出

5.外部への支出
千円

千円

千 円

千円

金額

(3)その他の管理費

千 円

千円

4.補助金等における管理費
千円 (A)

(注)千円未満の端数は四捨五入すること。
- 30 -

%(B/A)



有床診療所等スプリンクラー等施設整備事業のQ&A集

番号 問 回答

<補助対象について>

1
「有床診療所等スプリンクラー等施設整備事
業」の事業内容及び補助対象は

②自動火災報知設備整備は、診療所、病院、助産所のうち病床又は入所施設を有している300ド未満の棟に自動火災報知
設備を整備する際の工事費について補助するもの(基準単価 ,ヽ000千円と実際に係る工事貴を比べて少ない額)。 対象となる
施設単位で交付申請を行うもの

③火災通報装置整備は、診療所、病院、助産所のうち病床又は入所施設を有している500Hl未満の棟に火災通報装置を整
備する際の工事費について補助するもの(基準単価300千日と実際に係る工事費を比べて少ない額)。 対象となる施設単位
で交付申賄を行うもの

2
スプリンクラー施設整備における補助対象面
積の考え方は 補助対象面積とは、補助対象である棟のうちスプリンクラーを設置する部分の面積である。

3

スプリンクラー等 (自動火災報知設備・火災通
報装置含む)施設整備は新規設置の場合のみ
対象となるのか。

そのとおり。
設置済みのスプリンクラー等の更新は補助の対象外。

4

スプリ
により、
能か。

ンクラー施設整備について、当該補助金
水道連結型スプリンクラーの設置は可

可能である。
消防庁の有床診察所火災対策検討部会において、水道連結型スプリンクラーの段置が認められる施設について議論がさ
れており、水道連結型スプリンクラーが認められる施設については、補助の対象である(詳細については間16参照)。

5

スプリンクラー施設整備について、1つの施設
が補助対象となる棟を複数所有している場合、
棟ごとに申置することは可能か。

可能である。なお、その際事業計回書においては棟ごとにも必要事項(建築構造・主な診察科等)を記載していただくことに
なる。

6

自動火災報知設備整備、火災通報装置整備
について、単独での段置でも補助対象になるの
か。また、基準額が1か所当たり1,000千円、300
千円となつているが、刊か所当たりとはどのよう
な意味か。

単独の設置でも、補助対象になる。
また、1か所当たりとは、補助の対象1施設当たり1か所という意味である。
※例えば、1施設で複数棟に自動火災報知段備を股置する場合においても基準額は1,000千円となる。

7
予算額を越える要望があった場合の取り扱い
は

予算額の範囲内で事業を採択し、内示を行うこととする。
その際、施設単位ではなく補助区分 (スプリンクラー・自動火災報知・火災通報装置)ごと、またスプリンクラーにおいては更
に棟ごとに採択・内示をさせていただ(D
※よつて申請額も補助区分ごと、スプリンクラー整備においては棟ごと:こ申請いただくため、整備図面及び見積書もそれぞれ
わけて作成していただくことになる



く補助申隣上の留意点>

8 交付領の算出はどのように行うのか。
当該事業は補助率を段けない「定額補助」となつており、基準額と対象経費の実支出額を比べて少ない額を交付額とするも
のである。

都道府県の負担は生じるのか。 都道府県の負担は義務とはされてはいないが補助額に上乗せすることは可能である。

10
いつからいつまでの工事について、補助対象
となるのか。

回への補助申諦に対する都道府県への内示の後に工事着工し、26年度中に工事完了するものが、補助対象となる。内示
前に着工したものについては、補助対象とはならないため注意されたい。(補助金受領後に内示前の着手が発覚した場合に
は交付決定の取り消し及び補助金の返還の対象となることがある。また、都道府県への申請をもって着手することも補助対
象とはなりません。)
※また施設新築の場合、施設全体の建築工事とは別にスプリンクラー等の設置にかかる工事を内示後に行うことであれば対
象とすることは可能 (その際、対象部分のみの事業費及び着工開始がわかる資料を提出していただく)

11

補助金を使用して整備したスプリンクラーな
どについて、その後取り壊す場合などに制限は
あるのか。

補助金を受けて得た財産を、取り壊しなどの処分を行う際は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律 (昭和三
十年八月二十七日法律第百七十九号)に基づき、制限がかかる。処分制限期間に取り壊し等を行う場合には、厚生労働省
所管補助金財産処分承認基準を参照の上、手続きいただくことになる。

12 補助金を申請する場合の必要書類は何か。

図面並びに事業資の算出根拠となり得る見
内定通知 (内示)を受けた施設に関しては交

13
、公的な金融機関
度があるのか。
に

◎医療施設のスプリンクラー等融資の問合せ先
・東日本地域 医療賞付部 医療審査課 L:03-3438-9940
・西日本地域 大阪支店 医療審査課  L:06-6252-0219

珊
拓
騰
醐

プリンクラー整備等の優遇措置るス

5率利 から△0. 初5年間)当基準金利

て

なおも

の優遇融資を実施



スプリンクラーの設置畿務部について>
※N014以下については、消防庁火災対策検討部会の検討が進み次第更新する予定。

14 スプリンクラーの設置義務範囲について

現行制度に                         謂以上の           スプリンクラー設
置の義務が                        こぉぃて、           所ともに3000∬以
上の施設に                      でぁっても面積にかかわらず、職員が避難誘導に車念する必
要のある施設についても、設置義務がかけられるという方向で議論が進んでいる。

具体的に設置縦務が免除される施設として議識が進んでいる施設は以下のとおり
①入院が常態化していない施設:
入院が常態化していないといえる一日平均入院患者数が1人未満となる施設

※

※公的統計資料により確認予定。辞細要件は検討中。
②自力避難が困難な者が入院することが想定しがたい施設 :

入院息者の主な診療科が、自力避蛇困難な者が少ないと判断て・きる診察科(特に産科、眼科、耳鼻科、皮膚科、歯科などを
想定)である施設。

【消防庁第二回有床診療所火災対策検討部会資料3-6、 3-7】

15
福祉施設と同様に延焼抑制構造を持つ施設に
ついて、スプリンクラーの設置義務は免除されな
いのか。

スプリンクラーと同等の防火安全性を有する正焼抑制構造を持つ施設について、スプリンクラー設置を要しないという方向で
協論が進んている。
具体的には、以下の要件が検討されている。。
・ 1 000Rf以 上の施設については、居室とそれ以外の部分を耐火構造 (※ 1)の床・壁で200Hf以内ごとに区画し、当酸区
画の開口部に特定防火設備 (※2)を設け、廊下等の内装を準不燃材料 (※ 3)、 その他の部分の内装を難燃材料 (※ 4)で仕
上げたもの
・ 1000∬未満の施設については、居室とそれ以外の部分を準耐火構造 (※ 5)の床・壁で100滞以内ごとに区画し、当酸
区画の開口部に防火設備 (※6)を設け、廊下等の内装を準不燃材料、その他の部分の内装を難燃材料で仕上げたもの
※1耐火構造 :建築基準法第2条第7号
※2特定防火設備 :建築基準法施行令第112条第1項
※3率不燃材料 :建築基準法施行令第1条第5号
※4難燃材料 :建築基準法施行令第1条第6号
※5準耐火構造 :建築基準法第2条第7号の2
※6防火設備 :建築基準法第2条第9号の2ロ

【消防庁第三回有床診療所火災対策検討部会資料3-8】

16
水道連結型スプリンクラーの設置が認められ
る範囲について

現在、消防庁の有床診療所火災対策検討部会において、水道連結型スプリンクラーの設置の可否について検討されている
ところであり、延床面積1000ド未満の施設については水道運結型スプリンクラーの設置によって、通常のスプリンクラーの代
替が可能となるという方向て離崎が進んでいる。
なお、10∞ nf以上の施設における、通常のスプリンクラー設備に代替えする例外措置についてはこ引き続き検討を行つてい
るところである。。

【消防庁第三回有床診療所火災対策検討部会資料3-9】



17
スプリンクラーヘッドの設置議務を免除できる
範囲について

通常タイプのスプリンクラ
れまでどおり免除される。
があると認められる場合I
※ 消防法施行規則第13条第3項第フ号、8号

七 手術室、分娩室、内視鏡検査室、人工血液透析室、麻
弦翌
、望症患者集中治察看酸室その他これらに類する室

′(レンドゲン室等放射線源を使用し、貯蔵し、又は廃葉するE

【消防庁第二回有床診療所火災対策検討部会資料3-10】


